














Viewpoints and Problems of Research on System of Early Childhood 




































































































































































































7 条第 2 項・第 3 項、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法





























































































































1）参照：伊藤良高著『幼児教育行政学』晃洋書房、2015 年、83 － 87 頁。

































　しかしながら、2006 年 6 月の「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供に関
する法律」（以下、「認定こども園法」と略）の公布とそれに基づく認定こども園制度の創設







年法律第 120 号）第 6 条第 1 項に規定する法律に定める学校において行われる教育をいう」
（第 7 条第 2 項）、また、後者については、「児童福祉法第 6 条の 3 第 7 項に規定する保育
（96） 熊本学園大学論集『総合科学』　第 21 巻　第 1 号　（通巻 41 号）― 96 ―
（10）
をいう」（第 7 条第 3 項）と規定している。ここに記されている「児童福祉法第 6 条の 3 第
7 項」は、「一時預かり事業」に関する定めとなっており、「家庭において保育（養護及び教
育（第 39 条の 2 第 1 項に規定する満 3 歳以上の幼児に対する教育を除く。）を行うことをい
う。以下同じ。）を受けることが一時的に困難になつた乳児又は幼児にいて、厚生労働省で定
めるところにより、主として昼間において、保育所、認定こども園（平成 18 年法律第 77 号。
以下「認定こども園法」という。）第 2 条第 6 項に規定する認定こども園をいい、保育所であ
るものを除く。第 24 条第 2 項を除き、以下同じ。）その他の場所において、一時的に預かり、
必要な保護を行う事業をいう」と規定している。これらの規定にあって、「保育」は、家庭に
おける保育と同義のものととらえられており、また、そこにおける「教育」は、前者の「教














共感しうる重要な指摘である」（伊藤前掲書（注 1）、25 － 26 頁）。
9）日本教育法学会編集『教育法学辞典』学陽書房、1993 年、509 頁。
10）田村前掲書、35 頁。
11）森上史朗・柏女霊峰編『保育用語辞典〔第 7 版〕』ミネルヴァ書房、2013 年、1 頁。







































42）国立情報学研究所・学術情報ナビゲータ CiNii では、「保育制度」 を標題に掲げている著














（89 － 106 頁）も所収されている。ただし、学会名称が示すように、保育制度に対する教育
学（人間形成・人間発達）的アプローチが主とはなっている。
